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現在の気候モデルによる将来気候変動予測には大きな不確実性があり、気候変動対策を

考えるためには予測の不確実性の幅をより小さくすることが求められます。これまでも、気候モ

デルによる過去の気候再現実験データを観測データと比較し評価することで、将来予測の不

確実性を低減しようという試みが行われてきました。 

国立研究開発法人国立環境研究所の塩竈秀夫主任研究員らは、複数の気候モデルの実験

結果を分析し、今後観測データが蓄積することで、世界平均気温の予測不確実性をいつまで

にどれだけ低減できるかを予測しました。その結果、地上気温の観測データを2050年まで蓄積

することによって、2090 年代の気温変化予測の不確実性を 60%以上低減できることがわかりま

した。 

本研究によって初めて「将来予測の不確実性をいつまでにどれだけ低減可能か」に関する

現実的な情報を提示することができました。今後は、本研究の結果をもとに、温室効果ガス排

出削減策にどのようなオプションが得られるか（2050 年までは予測の上限を参考に排出削減を

進めるが、不確実性が減ったら政策を変更する等）を、研究していく予定です。 

本論文は、1月11日付で英国科学誌「Scientific Reports」に掲載される予定です。 
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１．背景 

図 1 に、「気候変動に関する政府間パネル第 5 次評価報告書（IPCC AR5）」に貢献した 15 の気

候モデルの、４つの温室効果ガス排出シナリオ（温室効果ガスの排出量が多い順に RCP8.5, 

RCP6, RCP4.5, RCP2.6）における世界平均気温変化予測の不確実性幅を示します。同じ排出シナ

リオに対しても、世界平均気温変化の将来予測には気候モデル間で大きな幅（モデル不確実性）

があることがわかります。例えば、COP21 で合意された世界平均気温変化を 2℃または 1.5℃以

下に抑えるための排出量削減策（緩和策）を考える際には、モデル不確実性の上限と下限では、

必要な削減量が異なり、コストの見積もりにも大きな差が生じます。そのため、予測のモデル不確

実性を低減することが急務となっています。 

これまでに、モデルによる過去気候再現実験データと実際の観測データの比較結果から、モデ

ルの将来予測を補正し、不確実性を低減する研究が行われてきました（詳細は後述）。先行研究

では、過去の観測データが蓄積することによって、不確実性低減が進むことが示されてきました

(Stott and Jones 2012)。一方、将来の観測データが今後追加されることによって、いつまでに、ど

れだけ不確実性が低減できるかは十分に調べられてきませんでした。我々は、将来の観測データ

による不確実性削減の効果を推定する方法を開発し、世界で初めて「将来予測の不確実性低減

に関する現実的な予測」を提示しました。 

 

図１ 世界平均 10 年平均気温変化（℃）。1900-1919 年平均からの差。RCP2.6（青）、RCP4.5（緑）、RCP6.0（赤）、

RCP8.5（黒）排出シナリオにおける気候モデル実験から得られた、世界平均気温変化予測の不確実性幅を

示しています。 

 

２．手法 

我々は ASK 法(Allen, Stott, Kettleborough 法)と疑似観測法と呼ばれる２つの手法を組み合わ

せることで、将来の観測データによる不確実性低減効果を見積もりました。 

ASK 法(Allen et al. 2000, Stott and Kettleborough 2002)では、まず気候モデルの 19 世紀から近
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年までの過去気候再現実験データと観測データの気温変化を比較します。そして、各気候モデル

について、過去の気温変化の過小または過大評価の程度を示す補正係数を求めます。この補正

係数は、単一の数値ではなく、不確実性の幅を持ちます。気候モデルが過去の変化を過小・過大

評価していた場合、将来の気候変化も過小・過大評価するものと考えられます。そのため、気候

モデルの将来予測に補正係数を掛けることで、より信頼性が高く、かつ不確実性の幅を持つ予測

（ASK 予測と呼ぶ）を得ることができます。観測データが蓄積すると、より強い温暖化シグナルを含

むデータが増えるため、補正係数の不確実性幅が狭まり、ASK 予測の不確実性幅も小さくなりま

す。これまでに 2000 年までの地上気温観測データを用いた場合よりも、2010 年までの観測データ

を用いた場合の方が、不確実性幅が狭まることが示されてきました（Stott and Jones 2012）。 

ASK 法を用いる場合、将来さらに観測データが蓄積されれば、不確実性幅をより狭めることが

できると期待されます。この将来の観測データの効果を推定するために、疑似観測法を用います。

疑似観測法では、多くの気候モデルの実験のうち、1 つのモデル（モデル A）の過去気候再現実験

および将来予測実験の結果を「疑似観測データ」と考えます。この疑似観測データと「モデル A 以

外のモデルの平均」を ASK 法で比較し、ASK 予測の不確実性幅を見積もります。この方法を用い

れば、現在の地上気温観測網が維持されると仮定して、２０XX 年までの観測データが得られた場

合に、その将来である 20YY 年代気温変化予測の不確実性低減効果を見積もることができます。

また、疑似観測データの 20YY 年代気温変化（ “正解”）が、ASK 予測の不確実性幅に含まれるか

を確認することで、ASK 予測の予測可能期間（何年先まで不確実性幅が正解を含むか）を調べる

ことができます。 

以上の方法を用いて、気温変化予測の不確実性を、いつまでにどれだけ低減できるかを評価

しました。 

 

３．結果 

  図 2(a)に、あるモデル(NorESM1-M)の RCP4.5 実験を疑似観測データとした場合の例を示しま

す。観測データが 2009 年、2029 年、2049 年、2069 年と蓄積することによって、“正解”である疑似

将来観測データに向かって ASK 予測の不確実性幅が狭まっていくことが分かります。一方、別の

モデル（HadGEM2-ES）の RCP4.5 実験を疑似観測データとした場合（図 2b）、2009 年または 2029

年までの観測データを用いた ASK 予測は、”正解“(黒実線)からの外れ幅が広がっていきます。こ

れは観測データが十分でないことと、温室効果ガスの加熱効果と大気汚染物質の冷却効果の相

対的比率が 2030 年代前後で大きく変わることにより、ASK 予測が外れたものと考えられます。た

だし、観測データが蓄積するほど正解（疑似観測データ）に近寄り、2049 年以降のデータが得られ

れば、正解に向かって不確実性幅が収束していくことがわかります。 
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図 3 に、観測データの蓄積によって、2090 年代の気温変化予測の不確実性を、いつまでに

何％狭められるかを示します。全ての気候モデルの実験データを順番に疑似観測データだと考え

て ASK 法を適用し、その結果を平均したものです。2039 年までの観測データを用いた場合は、

ASK 予測が外れる場合があります。一方、2049 年までの観測データが（2050 年に）得られれば、

正解に向かって ASK 予測は収束し、ＡＳＫ法を用いない 2090 年代気温変化予測の不確実正幅

（図 1 の 2090 年代の不確実性幅）に比して 2090 年代地上気温変化予測の不確実性幅を 6 割以

上低減できることが分かります。 

 

 

図２ (a) ASK 法と疑似観測法を適用した不確実性低減の一例。黒実線は、NorESM1-M モデルの RCP4.5 実

験（世界平均気温変化、℃）を疑似観測データとした例。黒破線はほかのモデルの予測の平均。青線

(9)、緑線(29)、黄色線(49)、赤線(69)は、それぞれ 2009 年、2029 年、2049 年、2069 年までの疑似観測

データを用いてもとめた ASK 予測の 10%-90%不確実性幅を表す。観測データが蓄積することによって、

正解（黒実線）に向かって ASK 予測の不確実性幅が狭まっていくことが分かります。 (b) HadGEM2-ES

モデルの RCP4.5 実験を疑似観測データとした場合の例。この例では、2009 年または 2029 年までの観

測データを用いた ASK 予測は 21 世紀後半の正解（黒実線）からの外れ幅が広がります。ただし観測デ

ータが蓄積するほど外れ幅が小さくなり、2049 年以降のデータが得られれば、正しい答え（黒実線）に

向かって不確実性幅が収束していきます。 
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図３ 観測データの蓄積によって、いつまでに予測不確実性を何％狭められるか。横軸は、何年まで観測データが

蓄積したか。縦軸は、ASK 法を用いない 2090 年代気温変化予測の不確実性幅（図 1 の 2090 年代の不確

実性幅）に対して、ASK 予測が何%不確実性幅を狭められたかを示します。菱形は、現実の観測データ

（Morice et al. 2012）を用いて ASK 法を適用した場合の、不確実性低減効果の大きさ。点線は、気候システ

ム内のランダムな自然のゆらぎがあることによる不確実性低減の上限であり、ASK法ではこの上限を超えて

不確実性を低減することはできません。2039 年までは、ASK 法による予測は外れる場合がありますが、

2049 年以降（2049 年までの観測データが揃うのは 2050 年）は“正解”にむかって収束します。 

 

 

４．今後の展望 

この研究では、地上気温観測網が維持されることによる効果だけを考慮しています。ほかの観

測データ情報の取り込み、気候モデルの改良、不確実性をもたらす物理プロセスの理解などによ

り気候変動に関する将来予測技術が発展すれば、より早く不確実性を低減できるかもしれません。

一方、本研究では炭素循環フィードバックの不確実性は考慮できておらず、今後の課題になって

います。 

 これまでの緩和策研究では、図 1 に示したような気候モデルの予測不確実性に基づいて、2100

年までの緩和策を計算してきました。これは現時点での予測不確実性に関する知見に基づいて、

2100 年までの緩和策を提示していることになります。実際には、予測不確実性が低減された時点

で、その情報に基づいて緩和策を修正すべきです。ごく少数の研究では、「2040 年に気温変化予

測の不確実性が 0 になる」といった仮定のもと、不確実性が減る前と後でどのような緩和経路を取

るべきかが調べられてきました。しかし、それらの研究で用いられている仮定は、あくまでも理想

的なものです。我々は、初めて「将来予測の不確実性をいつまでにどれだけ低減可能か」に関す

る現実的な情報を提示することができました。今後は、図 3 に示したような速度で不確実性が低減
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できると前もって分かっている場合に、緩和策にどのようなオプションが得られるか（2050 年まで

は予測の上限を参考に排出削減を進めるが、不確実性が低下したら政策を変更する等）を、研究

していく予定です。 
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